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1．医学教育モデル・コア・カリキュラム
からみた地域基盤型教育

　2017年 3 月，医学生の卒業時の到達目標を示し
た「医学教育モデル・コア・カリキュラム（平成
28年度改訂版）」が公表された�1）．モデル・コ
ア・カリキュラムは2001年に策定された後，2007
年，2011年に改訂され，2007年に地域医療臨床実
習が初めて追加された（表 1）．今回の改訂で
は，「多様なニーズに対応できる医師の養成」を
目指して取りまとめられ，Ⅰ総論に「地域医療や
地域包括ケアシステムの教育」が掲げられた．
　社会における医療の実践（A-7）として，「医
療人として求められる社会的役割を担い，地域・
国際社会に貢献する」ことが記載されており，そ
の学修目標のひとつに，「地域包括ケアシステム
の概念を理解し，地域における保健（母子保健，

学校保健，成人・高齢者保健，地域保健，精神保
健）・医療・福祉・介護の分野間及び多職種間
（行政を含む）の連携の必要性を説明できる」こ
とが求められている（表 2）．
　また，地域医療実習（G-4-3）に関しては，「ね
らい」の記載が「地域社会で求められる保健・医
療・福祉・介護等の活動を通して地域医療と地域
包括ケアシステムを一体的に構築することの必要
性・重要性を学ぶ」に修正され，教育方略に「衛
生学・公衆衛生学実習等と連携し，社会医学的
（主に量的）な視点から地域を診る学習機会を作
る．」や「人類学・社会学・心理学・哲学・教育
学等と連携し，行動科学・社会科学的（主に質
的）な視点から地域における生活の中での医療を
知り体験する学習機会を作る」が新たに盛り込ま
れた（表 3）．
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表 1 　G 臨床実習　 5 地域医療臨床実習（平成19年度改訂版より）

一般目標
　�　地域社会�（へき地・離島を含む）�で求められる保健・医療・福祉・介護等の活動を通して，各々の
実態や連携の必要性を学ぶ．
到達目標
　1）地域のプライマリ・ケアを体験する．
　2）病診連携・病病連携を体験する．
　3）地域の救急医療，在宅医療を体験する．
　4）多職種連携のチーム医療を体験する．
　5）地域における疾病予防・健康維持増進の活動を体験する．
　�　学外の地域病院�（臨床研修病院を含む），保健所，社会福祉施設等の協力を得て，入学後早期から
「早期体験学習」，�「衛生学・公衆衛生学実習」等も含めて，段階的・体系的に各種取組を推進する．
なお，必要に応じて，臨床教授制度等を利用することも望まれる．
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2．地域枠の動向 2, 3）

　平成20年以降，医学部の入学定員は過去最大規
模まで増員され，平成28年度で9,262名となっ
た．また医学部定員に占める地域枠の数・割合も
増加し，平成28年度1,617名（17.7％）となった．

　地域枠は奨学金の有無，義務履行年限などの違
いにより，制度の種類は多岐にわたる．大別する
と，卒後，一定の義務履行を条件として奨学金の
貸与を行うもの，別枠で選抜し，卒後，一定の義
務履行を条件とするが，奨学金の貸与を行わない
もの，別枠で選抜し，卒後義務履行および奨学金

表 3 　G-4 診療科臨床実習　G-4-3） 地域医療実習（平成28年度改訂版より）

ねらい
　�　地域社会で求められる保健・医療・福祉・介護等の活動を通して地域医療と地域包括ケアシステ
ムを一体的に構築することの必要性・重要性を学ぶ．

教育方略
　①学外の臨床研修病院等の地域病院や診療所，さらに保健所や社会福祉施設等の協力を得る．
　②必要に応じて臨床教授制度等を利用する．
　③早期臨床体験実習を拡充し，低学年から継続的に地域医療の現場に接する機会を設ける．
　④�衛生学・公衆衛生学実習等と連携し，社会医学的（主に量的）な視点から地域を診る学習機会を
作る．

　⑤�人類学・社会学・心理学・哲学・教育学等と連携し，行動科学・社会科学的（主に質的）な視点
から地域における生活の中での医療を知り体験する学習機会を作る．

表 2 　平成28年度改訂版医学教育モデル・コア・カリキュラムの抜粋 1）

A-7-1） 地域医療への貢献
B-1-7）地域医療・地域保健
ねらい：
地域医療・地域保健の在り方と現状及び課題を理解し，地域医療に貢献するための能力を獲得する．
学修目標：
①　�地域社会（離島・へき地を含む）における医療の状況，医師の偏在（地域，診療科及び臨床・非
臨床）の現状を概説できる．

②　�医療計画（医療圏，基準病床数，地域医療支援病院，病診連携，病病連携，病院・診療所・薬局
の連携等）及び地域医療構想について説明できる．

③　�地域包括ケアシステムの概念を理解し，地域における保健（母子保健，学校保健，成人・高齢者
保健，地域保健，精神保健）・医療・福祉・介護の分野間及び多職種間（行政を含む）の連携の必
要性を説明できる．

④　�かかりつけ医等の役割や地域医療の基盤となるプライマリ・ケアの必要性を理解し，実践に必要
な能力を獲得する．

⑤　�地域における救急医療，在宅医療及び離島・へき地医療の体制を説明できる．
⑥　�災害医療（災害時保健医療，医療救護班，災害派遣医療チーム（Disaster�Medical�Assistance�
Team〈DMAT〉）， 災 害 派 遣 精 神 医 療 チ ー ム（Disaster�Psychiatric�Assistance�Team
〈DPAT〉），日本医師会災害医療チーム（Japan�Medical�Association�Team〈JMAT〉），災害拠点
病院，�トリアージ等）を説明できる．

⑦　�地域医療に積極的に参加・貢献する．
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貸与のないもの，に分けられる．入学者の学力に
ついては，ストレート卒業率，医師国家試験合格
率で見ると，平成20年度と平成21年度の入学者で
見る限り，ストレート卒業率は上回っており，国
試に関しても全国平均と比べ遜色はない．さらに
現時点で，何れの区分においても在学中辞退者は
1％未満に止まっている．
　地域枠学生への支援体制については，卒前支援
体制が「ある」と回答した大学が67大学中50大学
（約75％）に及ぶのに対し，卒後の支援体制に関
しては，それが「ある」と回答した大学が67大学
中38大学（約57％）となっている．卒後の支援体
制の強化，特に専門医や学位の取得に対する支援
は，地域枠学生の義務履行・地域定着を推進する
上での大きな課題である．
　最近，地域への定着率を推進する目的で，地域
枠とは別に「地元出身者枠」を設けることが提案
された�5）．卒後の臨床研修では，地域枠の医師や
地元出身者枠などのついては，地元定着を図るた
めに一般のマッチングとは別枠にしたり，都道府
県が臨床研修病院の指定・募集定員の設定を行う
ことも提案され，今後の動向が注目される�5）．

3．自治医科大学における地域基盤型教育

　モデル・コア・カリキュラムの内容を踏まえ，
どのような教育実践を行っているか，あくまで一
例にすぎないが自治医科大学（以下，自治医大）
の地域ケア教育を提示する．
　自治医大は，医療に恵まれないへき地等におけ
る医療の確保向上および地域住民の福祉の増進を
図るため，昭和47年に全国の都道府県が共同して
設立した大学である．学生は在学 6年間を通じて
寮で起居を共にしながら学び，卒業後は出身都道
府県の公務員として地域医療に従事する．学生に
対しては修学に要する経費を全額貸与し，卒業
後，所定の期間，知事の指定する公立病院等に勤
務した場合，その返還を免除する措置が講じられ
る．義務年限履行・修了者は卒業生の約97％であ
り，その後も約70％の卒業生が地域にとどまり活
躍する実績をあげている�4）．その実績を支える地
域ケア教育の特徴を以下に示す．

⑴ 全学年にわたる地域医療学系科目
　自治医大のカリキュラムにおける地域医療学系
科目は，地域医療に貢献する医療人の育成という
観点での科目と，地域に特化した医療保健を学ぶ
専門的な科目とが含まれ，一般的な基礎・臨床・
社会医学科目と連動して段階的・多面的に学ぶ構
成となっている（図 1）．前者には，入学直後に
患者に同伴して患者の目線から医療現場を体験す
る「早期体験学習」や，人文学的・科学的思考技
術を実践的に学ぶ「思考のプロセス」，コミュニ
ケーション能力を涵養する「対人援助の知識と実
践」などが含まれる．後者においては 1年の「地
域医療学総論」，2，3，5，6年の「地域医療学
各論 1～ 4」で段階的かつ体系的に知識を学び，
2年の「地域保健福祉実習」にて介護福祉施設に
4日間，5学年の「地域医療Ⅱ（院外BSL）」に
て卒業生が勤務する地域中核病院やへき地診療所
に 2週間，同年の「地域保健実習」にて保健所に
1週間実習し，6学年の「選択必修BSL�Ⅳ（院
外）」にて卒後に勤務する都道府県の指定病院で
4週間の総括的な研修を受け，地域ケアを実践的
に理解することを目指している．

⑵ 学外実習の充実化
　前述の学外実習のほか，地域ケアとの関わりの
強い在宅医療や地域中核病院での外来実習を 4，
5学年の全日制BSLのなかで取り入れている．言
うまでもなく，大学病院の診療対象となる疾患や
患者像は地域ケアのものとは大きく異なるため，
学外に実習の場を設けることは必須といえる．こ
れは症例の経験という観点だけでなく，地域で働
く医師としてのアイデンティティを学生に芽生え
させ，地域ケアの中での医師の役割に求められる
資質や能力を実感させるためでもある．
　学外実習を全国の多施設で展開するうえで重要
な点は実習機関や指導医の間での教育の認識と理
解の共有である．このため「地域医療Ⅱ（院外
BSL）」，「選択必修BSL�Ⅳ（院外）」については
地域の機関において，指導医を大学から臨床教員
（臨床教授・准教授など）として任命し，年 1回
の全体研修会に参加してもらい，情報共有や内容
改善のためのグループワークを行っている．表 4
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図 1　自治医大平成29年度カリキュラムの概要 7 
 

図図 自自治治医医大大平平成成 年年度度カカリリキキュュララムムのの概概要要
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に 自 治 医 大CBL（Community�based� learning）
標準プログラムを示す．

⑶ 質的・量的視点を兼ね備えたリーダーシップ
の涵養

　低学年から「医学医療情報学」，「疫学」，「地域
医療学各論 2」などで反復かつ多段階的にEBM
や公衆衛生に代表される量的な視点を学ばせてい
る．一方，「医学概論」，「臨床と哲学」，「対人援
助の知識と実践」などで行動科学・社会科学に代
表される質的視点も学ばせている．地域ケアを質
的にも量的にも多面的にとらえられる視点を備え
させ，加えて長いBSLの中で主体的に問題解決が
行えるよう教育している．6学年の「地域医療学
各論 4」では，改めて看護学生とともに多職種連
携実習を実施し，チームでの問題解決能力を身に
付けさせ，さらに地域ケアで求められるリーダー
シップについての理解を目指している．
　モデル・コア・カリキュラムの改訂に伴い，大
学医学部での地域基盤型教育の方向性がより明確
化し具体化した．自治医大の経験から，地域ケア
に従事する医師を真に養成するならば，①多学年
にわたる地域ケア科目の配置，②学外実習の充
実，③質的・量的視点を涵養する科目の両立，と
かなり本腰を入れた取り組みが必要と伺われる．

これは全学生が卒業後に地域医療に従事する自治
医大だからこそ可能とも言える．例えば他大学の
地域枠で実施できるかというと 1つの大学で複数
のカリキュラムを走らせることは現実的に難し
い．しかし地方人口の減少や超高齢社会を考える
と，いくつかの地方国公立大学は地域基盤型教育
を主軸に全体のカリキュラムの再編成を図ること
も必要かもしれない．

4．課題と展望

　卒前の臨床実習には積極的に地域基盤型教育を
取り入れ，大学病院，地域の病院，診療所，保
健・福祉・介護施設，在宅での地域包括ケアに関
する実習を組合せて，プライマリ・ケアから高度
専門医療，一次から三次救急医療，終末期医療，
医療と福祉・介護との関係，多様な疾患・病態や
医療，保健・福祉・介護の仕組みなどについて，
体験的に学ぶ機会を提供する必要がある．
　地域基盤型教育においては，地域での初診外
来，救急処置，継続外来，生活支援などを学習す
る機会を設ける必要がある．そのためには，医学
生が地域の多様な医療，福祉・介護現場に出向い
て体験的に学ぶことが重要である．一方，臨床教
授など，実際の地域医療を担う医師が学生指導を
行う必要がある．地域基盤型教育の質保証には，

表 4　自治医大CBL標準プログラム

実習施設：出来る限り，病院と診療所の複数医療機関で実習を行う．
実習内容：外来診療および病棟実習に加え，以下の地域医療活動を出来る限り多く取り入れる．
　（1）�在宅診療または往診
　（2）�デイサービスまたはデイケア
　（3）�リハビリテーション
　（4）�健診活動
　（5）�予防接種
　（6）�健康教育または患者教育
　（7）�巡回診療または出張診療
　（8）�時間外診療
　（9）�老人保健施設または特別養護老人ホーム
備考：実習内容は，外来診療あるいは病棟実習のみとはしない．
　　　健康教育または患者教育を積極的に実習させる．
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地域医療に携わっている医師などの教育・指導・
評価能力の開発が不可欠である．各大学は地域の
医療人を貴重な教育の人的資源として，そのため
のFD（Faculty�Development）を実施する必要
がある．また教育・指導・評価においてはICT

（Information� and� Communication� Technology）
を活用すべきである．
　優れた医師の養成は国民的目標であり，その目
標達成のために地域のすべての医療，保健・福
祉・介護などの施設が一体となって，医師を丁寧
に育て上げるシステムの構築が欠かせない．その
際，大学は，地域を学びの場として，指導医の教
育・指導力を高め，さらに教育支援において中心
的な役割を担うことが望ましい．

■文　献

� 1)�文部科学省高等教育局医学教育課．平成28年度改訂

版モデル・コア・カリキュラム,�2017．

� 2)�全国医学部長病院長会議．平成28年度（2016年）わ

が国の大学医学部・医科大学白書2016．東京．

2016．

� 3)�全国医学部長病院長会議．平成27年度地域枠入学制

度と地域医療支援センターの実情に関する調査報

告．東京．2016．

� 4)�Matsumoto� M,� Kaji i � E．Medical� education�

program�with�obligatory�rural�service:�analysis�of�

factors� associated�with� obligation� compliance．

Health Policy�2009;�90:�125–132,�2009．

� 5)�厚生労働省医師需給分科会．医療従事者の需給に関

する検討会　医師需給分科会．第２次中間取りまと

め．東京.�2017


